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福岡市における官民対話の取り組み 
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福岡ＰＰＰプラットフォームとは 

公共建築物の整備･運営に関連する 
設計、建設、維持管理・運営、金融（地元銀行）などの地場企業が 

ＰＰＰ/ＰＦＩをテーマとしたセミナー等を継続的に実施する 

「常設の官民対話の場」 

（１）他都市の事例研究を通した企画提案力や 
事業遂行力の向上 

（２）異業種ネットワークの形成 
（３）福岡市の事業に関する情報提供と意見交換 

福岡PPPプラットフォームの設置目的 

福岡市ＨＰより作成 
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福岡ＰＰＰプラットフォームとは 

◆福岡ＰＰＰプラットフォーム ≪平成23年6月設置≫ 

福岡市ＨＰより作成 
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平成23年6月から、計20回のセミナーを開催し 
各回約50～70社の地場企業が参加！ 

※九州PPPセンター 
 
設立：平成24年10月 
 
形態： 
  九州における地域密着型の 
 PPP専門拠点として、株式会社 
 産学連携機構九州の事業部門と 
 して設立 
 
体制： 
 ・代表取締役 
 ・センター長（九州大学教授） 
 ・スタッフ（福岡市、西日本シティ 
  銀行、福岡銀行より派遣） 
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福岡ＰＰＰプラットフォームの開催実績（平成２３年度） 

開催時期 内 容  

◇平成23年度（計５回開催） 

第1回 
（6/2） 

1） 福岡市のPPPへの取り組み［福岡市財政局］ 

2）地域産業にとってのPPP/PFIの意義［㈱野村総合研究所］ 

第2回 
（8/8） 

1）地元企業のPPP/PFIへの取り組み［㈱野村総合研究所］ 

2）実際に取組んだ地元企業による講演［㈱藤井組，㈱合人社計画研究所］ 

第3回 
（9/29） 

1）大手と地元企業が提携した事例［鹿島建設㈱，山形建設㈱］ 

2）地元企業におけるPPP/PFIへの参入手順［㈱野村総合研究所，ゼクタ㈱］ 

第4回 
（11/30） 

1）PPP/PFI事業における資金調達［㈱野村総合研究所、㈱野村證券］ 

2）PPP/PFI事業における金融面の留意点［㈱西日本シティ銀行，㈱福岡銀行］ 

3）福岡市のPPP/PFI検討対象事業［福岡市財政局］ 

第5回 
（2/7） 

1）官民協働事業PPPへの取り組み方針［福岡市財政局］ 

2）23年度の総括と24年度に向けて［福岡市財政局、㈱野村総合研究所］ 

福岡市ＨＰより作成 
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福岡ＰＰＰプラットフォームの開催実績（平成２４年度） 

開催時期 内 容  

◇平成24年度（計４回開催） 

第1回 
（6/7） 

1）PPP/PFI最新動向［新日本有限責任監査法人］ 

2）福岡市のPPPへの取り組み 
 ［新日本有限責任監査法人、㈱野村総合研究所、福岡市財政局］ 

第2回 
（8/7） 

1）九州・山口の地元企業によるPFIの取り組み［(財)九州経済調査協会] 

2）PFI事業におけるリスクへの対応［㈱野村総合研究所］ 

3）地域のPPP拠点設置について 
    ［㈱産学連携機構九州、新日本有限責任監査法人、㈱野村総合研究所、福岡市財政局］ 

第3回 
（11/29） 

1）PFI/PPP事業の取り組み事例について［㈱合人社計画研究所］ 

2）九州PPPセンターの取り組みについて［㈱産学連携機構九州］ 

3）福岡市のPPP/PFI検討事業の現状について［福岡市財政局］ 

第4回 
(2/7) 

1）これまでのプラットフォームの成果と今後の展開 
    ［新日本有限責任監査法人、㈱野村総合研究所、青森県、福岡市財政局］ 

福岡市ＨＰより作成 
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福岡ＰＰＰプラットフォームの開催実績（平成２５年度） 

開催時期 内 容  

◇平成25年度（計３回開催） 

第1回 
(7/22) 

1）PPP/PFI最新動向、公共施設等運営権ガイドライン等［新日本有限責任監査法人］ 

2）平成25年度のプラットフォームの展開等［福岡市財政局］ 

3）福岡市のロングリスト、ショートリストからの事業紹介①［福岡市財政局］ 

第2回 
(12/2) 

1）博物館等のPPP/PFI事業の事例紹介 
    ［サントリーパブリシティサービス㈱、トータルメディア開発研究所］ 

2）福岡市のロングリスト、ショートリストからの事業紹介②［福岡市財政局］ 

3）改正PFI法に基づく民間提案制度への対応等［福岡市財政局］ 

4）今後のPPP事業への地場企業の参画に向けて 
    ［ ㈱産学連携機構九州、新日本有限責任監査法人、 ㈱西日本シティ銀行、 ㈱福岡銀行、 
   福岡市財政局］ 

第3回 
(2/13) 

1）福岡市における官民協働時事業（PPP）への今後の取り組み 
 ○今後のプラットフォームの展開 
 ○民間提案制度への対応 
 ○福岡市のロングリスト、ショートリストからの事業紹介③  
    ［㈱野村総合研究所、新日本有限責任監査法人、福岡市財政局］ 

2）体育館等のPPP/PFI事業の事例紹介 
    ［新日鉄住金エンジニアリング㈱、㈱ハリマビステム］ 

福岡市ＨＰより作成 



8 

福岡ＰＰＰプラットフォームの開催実績（平成２６年度） 

開催時期 内 容  

◇平成26年度（計４回開催） 

第1回 
(6/6) 

1）今年度のPPPプラットフォームセミナーの進め方 ［福岡市財政局］ 

2）PPPロングリスト・ショートリストからの事業紹介① ［福岡市財政局］ 

3）PPP/PFI民間提案等制度・ガイドブックの概要について ［福岡市財政局］ 

4）福岡市学校空調整備事業について ［福岡市教育委員会］ 

第2回 
（8/7～
8/8） 

1）拠点体育館整備事業の概要説明 ［福岡市市民局，みずほ総合研究所㈱］ 

2）PPPロングリスト・ショートリストからの事業紹介② ［福岡市財政局］ 
【意見交換】 拠点体育館整備事業に係る地場企業との意見交換 
  ［福岡市市民局、みずほ総合研究所㈱］  

第3回 
（11/4） 

1）PPPロングリスト・ショートリストからの事業紹介③ ［福岡市財政局］ 
2）官民の個別対話の実施について 
 ～第１回目（拠点体育館整備事業）の実施報告と総括～ ［福岡市財政局］ 
3）美術館リニューアル事業について 
  ［福岡市経済観光文化局、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱］ 
 【意見交換】美術館リニューアル事業に係る地場企業との意見交換 
  ［福岡市経済観光文化局、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱］ 

第4回 
（2/4） 

1）PPPロングリスト・ショートリストからの事業紹介④ ［福岡市財政局］ 

2）（仮称）福岡市青少年科学館整備事業について 
  ［福岡市こども未来局、㈱日建設計総合研究所］ 

【意見交換】福岡市青少年科学館整備事業に係る地場企業との意見交換 
  ［福岡市こども未来局、㈱日建設計総合研究所］ 

福岡市ＨＰより作成 
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福岡ＰＰＰプラットフォームの開催実績（平成２７年度） 

開催時期 内 容  

◇平成27年度（計3回開催） 

第1回 
(4/23～
4/24) 

1）九州・福岡におけるPPP/PFI事業を取り巻く状況 
  ［ (株)産学連携機構九州 九州PPPセンター］ 
2）PPPロングリスト、ショートリストからの事業紹介①  ［福岡市財政局］ 
3）中学校空調PFI事業について 
 ［ 福岡市教育委員会、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱］ 
【意見交換】中学校空調PFI事業に係る地場企業との意見交換 
 ［ 福岡市教育委員会、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱］ 

第2回 
（9/29～
9/30） 

1）民間提案・発案制度改善の説明 ［福岡市財政局］ 
2）PPPによる公園管理・運営に関する調査研究について 
  ［一般財団法人地方自治研究機構］ 
3）意見交換（公園をテーマにした”民間提案・発案”のシミュレーション） 
 ［福岡市住宅都市局］ 

第3回 
（1/8～ 
1/13） 

1）公園をテーマにした意見交換の実施結果等  ［ 福岡市住宅都市局］ 
2）高宮南緑地（旧高宮貝島邸）整備・管理運営事業について 
  ［福岡市住宅都市局、㈱長大］ 
【意見交換】高宮南緑地（旧高宮貝島邸）整備・管理運営事業に係る地場企業との 
        意見交換 ［ 福岡市住宅都市局、㈱長大］ 

福岡市ＨＰより作成 
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官民対話における地方銀行の役割 
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官民連携のあるべき姿 

 民間企業は、事業への出資や人材投入、あるいは融資などにより、事業のリスクを負担（すなわち、その投入した資源が毀損する可能性
を受容）する一方で、その事業が成功した場合には、その成果（報酬等）を得ることが活動の源である。 

 民間企業とは、こうしたリスク負担とリターン享受に対する主体的な関与が、その事業を最も効率的、合理的、安定的に実施するインセン
ティブとなるものである。 

 従って、単純なアウトソーシングでは、民間の創意工夫のエネルギーを引き出すことができず、表面的な人件費の圧縮などに効果が限
定されてしまう。 

 今後構築すべき「官民連携」は、民間が主体的に事業に取り組み、そのリターンを最大化するインセンティブのある方式とするべきである。 

官民連携事業にも様々な手法があり、地方自治体だけでは限界がある事業も。 

民間による事業への主体的関与も必要。 

従来の官民関係による事業 新たな官民関係（官民連携）による事業 

官 

施策目標 

民間 

官の目標達成のため
の実行プロセス 

官が自らの責任と資金の範囲内で事業を実施 

・施策への協力 
・建設、サービス提供 

対価（金銭） 

施策目標達成のため、官と民がそれぞれ担う役割を分担し、 
それぞれの責任と資金により、事業を協働で実施する 

官の目標達成のための
実行プロセス 
（公益性の確保） 

民の目標達成のための
実行プロセス 
（効率化の追求） 

互恵関係 

戦略的パートナーシップ 

 従来の調達の枠組みの中での官民の関係は、官の目標達成プロセ
スに民が金銭によって調達される従属関係。 

 民の活動は、官から対価を得ることのみ。 

官との従属関係 

施策目標 

 官によって民が調達されるのではなく、共有する目標を達成するために官民が協
働するパートナーとしての互恵関係。 

官 民間 
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ＰＰＰ／ＰＦＩにおける地方銀行の役割 

  現状把握・計画策定         事業化     事業者選定 

■ 公共施設の現状把握／方針・計画の策定 

■ ＰＰＰ導入可能性調査の実施 

・他の自治体、地元事業者等との 

 関係を活かした情報提供 

・銀行のネットワークを活用した 

 案件組成支援 
    

  中央金融機関、事業者、外部コンサルタント 等 

■ 個別案件の選定／入札・落札 

■ 運営期間中の対応 

・エージェントとしての役割 
 ・事業運営期間中のきめ細かなモニタリング 

・ファイナンシャルアドバイザー 

 としての役割 
 ・資金計画の作成支援及び検証 

 ・資金調達面のアドバイス 

 ・プロジェクトファイナンスのアレンジ 

  （融資関連契約のドキュメンテーション等） 
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官民対話における地方銀行の役割 

地域金融機関 

自治体・事業者様、双方との連携（パイプ役） 

自治体 

 ・施設白書の作成 
 ・基本構想策定等 
 ・PFI手法の採用 

事業者様 

 ・自治体の情報収集 
 ・自治体への提案 

連携による提案 

・福岡ＰＰＰプラットフォーム取組で 

 得たノウハウ等の提案 

・九大TLO（九州ＰＰＰセンター）と 

 の連携によるＰＰＰ/ＰＦＩ啓蒙活動 

・事業者意見のフィードバック 

川上への働きかけによる案件創造 

金融機関が培ってきたノウハウや関係機関とのリレーションを最大限活用し、 

他の自治体へ波及させて、更なるPPP/PFIマーケットの拡大を図る 
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官民対話における地方銀行の役割 

 地方公共団体に対して 

   ①地方公共団体と民間事業者とのパイプ役としての役割 

   ②公共施設等総合管理計画や基本構想策定など川上段 

    階からの支援 

 

 民間事業者に対して 

   ①地元事業者の紹介等によるコンソーシアム組成支援 

   ②プロジェクトファンナンス支援（アレンジャー、エージェント） 
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官民対話の事例 

～福岡市科学館特定事業～ 



16 ※ 福岡市公表資料をもとに作成 

科学館の諸室構成とイメージ 
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事業用地 
福岡市中央区六本松４丁目300番の15 

九州大学六本松ｷｬﾝﾊﾟｽ跡地北側ｿﾞｰﾝ東街区の一部 

施設規模 
約 11,500㎡ （専有部 8,300㎡＋共用部 1,850㎡） 

※債務負担行為限度額 10,368百万円（税抜き） 

用途地域等 商業地域、準防火地域、六本松四丁目東地区計画 

建ぺい率 60%（地区計画で制限） 容積率 300%（地区計画で緩和） 

施設整備 

ｽｷｰﾑ 

民間複合施設への賃借入居。 

（賃借期間はH29年度～H59年度の30年間） 

建物（ｽｹﾙﾄﾝ）はJR九州が整備。 

同社が所有する建物の一部床を福岡市が賃借。 

事業方式 
PFI－BTO方式 

内装整備（展示製作含む）から科学館の維持管理・運営 

事業類型 ｻｰﾋﾞｽ購入型＋独立採算型（一部）の混合型 

事業期間 
内装設計・施工・開館準備期間：1年6ヶ月 

維持管理・運営期間：15年 

平成23年3月 
少年科学文化会館基本構想検討委員会を設置 

（平成24年6月まで8回開催） 

平成24年10月 （仮称）福岡市青少年科学館基本構想策定 

平成25年8月～11月 こども・市民・ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、有識者ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

平成26年5月 （仮称）福岡市青少年科学館基本計画策定 

平成26年9月～11月 福岡市の新科学館を考えるｻｲｴﾝｽｶﾌｪ 

平成27年2月 福岡PPPﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑでの地場企業との意見交換 

平成27年3月 実施方針・要求水準書（案）公表 

平成27年5月 
対面対話の実施 

事業契約書（案）・優先交渉権者決定基準（案）公表 

平成27年6月 特定事業の選定 

平成27年7月 募集要項等の公表 

平成27年9月 提案審査書類受付締切 

平成27年10月 優先交渉権者の決定・公表 

平成28年3月 事業契約の締結 

平成29年10月 供用開始 

【事業概要】 【これまでの経緯と今後のスケジュール】 

※ 福岡市公表資料をもとに作成 

事業概要と主なスケジュール 
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福岡市の新科学館を考えるサイエンスカフェ 

サイエンスカフェ 開催日 内容 

第１回 今ある科学館から新科
学館を考える 

平成26年9月30日 サイエンスカフェの特性である「双方向
性」や「互いに気付きや発見」を活かし
ながら新しい科学館についてみんなで
考える 

第２回 「福岡ならでは」から新科
学館について考える 

平成26年10月29日 日本全国、世界各地にある科学館の
中で、「福岡ならでは」の科学館像とは
一体どういうものなのか。「福岡ならで
は」から新科学館を考える 

第３回 「学校、地域とのつなが
り」から新科学館につい
て考える 

平成26年11月14日 「学校、地域とのつながり」をどのように
考え、活かしていくのがよいのか。「学
校、地域とのつながり」から新科学館に
ついて考える。 

※ 福岡市公表資料をもとに作成 
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福岡ＰＰＰプラットフォームでの地場企業との意見交換 

実施方針公表前に、個別事業に関する地場企業との意見交換を行う場 

福岡市科学館特定事業 … 平成26年度 第4回 福岡ＰＰＰプラットフォームセミナーにて開催 10社の地場企業が参加 

当行からの質問／意見 対応状況 

同規模の他都市事例と比較し、維持管理運営費が低く

見積もられているように見受けられ、事業内容、事業

者の参画への影響も考えられる。 

維持管理運営費の予算増加が図られた。 

民間複合施設への賃借入居であり、本体建物工事と

本件内装工事が同時に進んでいくことから、内装工事

期間中のリスク分担を明確にしてほしい。 

実施方針において、建物本体事業者の責めに帰すべ

き事由による工事遅延等は市のリスクとして明記。 

最低賃金上昇に伴う運営費用負担について、何らかの

措置を取るようにしてほしい。 

「毎月勤労統計調査・賃金指数」を参照し、一定以上の

変動があった場合、サービス購入費を変動。 

建物本体工事との関係で、スケジュールがタイトであり、

実施方針等の公表を前倒しにしてほしい。 
実施方針と要求水準書が同時に公表。 
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初期整備業務 

 内装及び展示に関する設計業務 

 内装及び展示に関する施工業務 

 什器・備品等の調達・設置業務 

 施工監理・各種申請業務 

 移動天文車・移動科学館車整備業務 

開館準備業務 
 供用開始前の維持管理業務 

 開館準備期間のｱｳﾄﾘｰﾁ活動 

運営業務 

 展示事業（基本展示、企画展示） 

 ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ事業 

 その他教育普及事業 

 交流事業 

 人材育成、ﾈｯﾄﾜｰｸ形成事業 

 調査研究事業 

維持管理業務 

 設備保守管理業務 

 特殊機材・ｼｽﾃﾑ等運転業務 

 什器・備品保守管理業務 

 修繕業務（内装及び展示） 

 清掃警備業務 

自主事業 

 ｸﾗﾌﾞ活動、ｽﾍﾟｼｬﾙﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ等自主企画ｲﾍﾞﾝ
ﾄ等実施業務 

 ｼｮｯﾌﾟ等設置・運営業務 

 その他、事業者の自主提案事業 

  （市の承諾を受けたものに限る） 

【民間事業者の主な業務範囲】 

事業期間共通 

 市による提示条件の誤記や変更は市の負担。 

 基準金利確定日前までの金利変動ﾘｽｸは市の負担。それ以外
は事業者負担。 

 一定程度を超える物価の増減が発生した場合は、費用負担に
ついて調整する。一定程度の範囲内は、事業者負担。 

設計・施工段階 

 提示条件に基づき、事業者の提案により発生する工事費の増
大（追加工事費）は事業者が負担。 

 市の指示、提示条件の誤りや変更に伴う工事費の増大は市が
負担。 

 事業者の責めに帰すべき事由（建物本体工事の遅延に帰すべ
き事由を除く）による施工の遅延や未完工は事業者が負担。 

運営・維持管理段階 

 事業者が整備した設備・内装、展示物の瑕疵（事業者の整備範
囲外の建物本体工事部分を除く）が事業期間中に発見された
場合は事業者が負担。 

 事業者の責めに帰すべき事由による展示品の盗難、破損に関
するﾘｽｸは事業者が負担。 

 独立採算事業（ｼｮｯﾌﾟ等）の利用者数変動による収入増減ﾘｽｸ
は事業者が負担。 

【主なリスクの取り扱い】 

※ 福岡市公表資料を 

もとに作成 

民間事業者の業務範囲とリスク分担 

独立採算で行う自主事業 
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SPC 

㈱福岡サイエンス＆クリエイティブ 

福岡市 

サービス対価 

金融機関 

アレンジャー兼エージェント：当行 

融資 

返済 

施設利用者 

利用料 

スポンサー（株主） 

代表企業：トータルメディア開発研究所 

出資 

配当 

施設整備時の資金の流れ 

運営期間の資金の流れ 

施工業者 

施工請負 

・科学館運営業者 

・ショップ運営業者 等 

運営委託 

設計業者 

設計請負 

維持管理業者 

維持管理委託 

直接契約 

スキーム図（予定） 

本事業のスキーム図 
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お問い合わせ先 

法人ソリューション部 
〒812‐0011 
福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目3番6号 
TEL：092‐476‐2564 
FAX：092‐476‐2749 

当行は事業化検討の川上段階から 

官民連携事業をサポートしております 


